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２０１９年　２月　６日　　事務局　　滋賀県労連内





県民要求実現実行委員会による自治体キャラバン（共催：滋賀県社保協）が11月1日から16日まで行われました。19市町を切実な県民要求を掲げて要請する取り組みです。


いくつかの市町では災害対策での項目の回答で「自助・共助」を強調、また、後期高齢者医療制度については能力による負担を強調するなど、国の公的責任の放棄に追随していると感じられました。多くの市町で平和課題では力を入れて取り組んでいるという一面もありましたが、防衛に関しては国には意見しないという姿勢はどこも同じでした。


（写真右：挨拶する瀧上正昭実行委員長・高島市）





大津市、就学援助文言で前進！


市町が出す就学援助制度周知の文書に「経済的にお困りのご家庭に」等類似の表現があることを改めるべきだと、求めた「市町の就学援助制度周知に関する表現の改善」（担当：新婦人県本部）について、大津市でこれまで「生活困窮世帯」としていた表記がこの要請によって削除され、喜びの声が上がっています。権利としての制度として前進したと言えます。


甲賀市が文書回答


2市4町で文書回答があり、昨年より１市増えました（甲賀市）。それ以外では、文書での回答がないため半分が回答に費やされ、参加者から文書での回答をすべきで、しない理由は何かと問われると、市町は理由を示せませんでした。








パネルを使って説明する参加者・米原市





　1月31日、「春の総行動」を行いました。12月6日に出した多岐にわたる要求に基づく「個人請願」を元に県の各担当課と長時間にわたり懇談の時間を持ちました。参加は40人でした。


　平和、自治、社会保障など多岐にわたる内容でやり取りをしました。とりわけ県財政や国スポの簡素化の要請をしました。引き続きの運動が求められています。


（写真：左・統一の請願書を提出する事務局。右・受け取る担当課）





次回、実行委員会は2月22日（金）10:00-県労連








